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バンドー化学（株） 加古川工場

環境保全対策実施報告書

１．環境保全対策実施状況（平成20年度）

(1)大気汚染防止対策

推進の内容 実施の成果

①ﾎﾞｲﾗ燃焼の効率化および蒸気ﾛｽの低減

に努めました。

ｱ.ｶﾞｽ貫流ﾎﾞｲﾗの台数制御による実負

荷に対応した台数制御の実施。

ｲ.ｶﾞｽ貫流ﾎﾞｲﾗの定期性能検査受けに

よる性能維持・管理の実施。

ｳ.設備点検による蒸気漏れ箇所の早期

修復の実施。

①

･排ｶﾞｽを協定値以下のﾚﾍﾞﾙで維持するこ

とができました。

･ﾎﾞｲﾗについては今年度も安定した運転

ができました。

②糊引き乾燥施設にVOC処理施設の導入

を計画いたしました。

（ﾄﾙｴﾝ、酢酸ｴﾁﾙ等の排出量の削減）

②

・平成21年3月にVOC処理施設の導入を完

了いたしました。

・4月度より運転開始し効果を確認中。

目標値：平成12年度排出量比△44％

(2)水質汚濁防止対策

推進の内容 実施の成果

①対象設備の点検と管理に努めました。

ｱ.ﾎﾞｲﾗﾌﾞﾛｰ水 ｐＨ中和装置の点検・管理

を実施

ｲ.油水分離機の点検、管理による油分流出

防止の実施

ｳ.基幹職の交代制による週一回の環境ﾊﾟﾄﾛ

ｰﾙの実施と改善

①

・工場排水を協定値以下のﾚﾍﾞﾙで維持・管理

ができました。

・油分流出防止につきましては、事故緊急事

態を想定した教育訓練を実施いたしました。

②設備故障に備えた、予備品の整備を実施

いたしました。

ｱ. ｐＨ中和装置の予備品整備

②

・万一の設備故障におけるﾘｽｸの軽減が出来

ました。

(3)騒音、振動防止対策

推進の内容 実施の成果

①定期騒音測定と環境ﾊﾟﾄﾛｰﾙの実施 ①敷地境界の騒音を基準値以下のﾚﾍﾞﾙで維

持できました。
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(4)悪臭防止対策

推進の内容 実施の成果

①対象設備の点検と管理に努めました。

ｱ.対象設備の維持管理

ｲ.定期悪臭測定の実施（1回/月）

①敷地境界の悪臭等を、基準値以下のﾚﾍﾞﾙ

で維持できました。

(5)産業廃棄物対策

推進の内容 実施の成果

①総廃棄物の計画的削減（△10%）を推進する

と共に、ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ（埋立率1%以下）を達成

すべく、廃棄物のﾘｻｲｸﾙ化を推進しました。

①

・総廃棄物処理量は前年比ﾏｲﾅｽ1.1%。

残念ながら目標のﾏｲﾅｽ10%には到達できま

せんでした。

・総廃棄物発生量に対する埋立率は0.43%に

なり、継続してｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ（埋立率1%以下）を

達成できました。

(6)緑化対策

推進の内容 実施の成果

①工場内の緑化推進に努めました。

ｱ.緑地帯の樹木の剪定、雑草の除去等手入

れの実施

①専任作業員による日々の手入れを計画し、

緑化整備を強化実施できました。

(7)地域連絡会

推進の内容 実施の成果

①工場周辺5地区の代表者の方にﾓﾆﾀｰにな

っていただき、ｱﾝｹｰﾄ、工場見学等、環境ﾓ

ﾆﾀｰ制度を継続実施しました。

①環境ﾓﾆﾀｰ制度については、重大なご指摘

もなく、特には問題ありませんでした。

・ﾓﾆﾀｰｱﾝｹｰﾄ：4回／年

・ﾓﾆﾀｰ会議：1回／年

②ﾄﾗｲやるｳｨｰｸで平岡中学校より3名の受入れ

を実施しました。

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟで東播工業高校より1名の受入

れを実施しました。

②工場内の軽作業を体験していただき、工場

の業務について理解を深めていただきまし

た。

(8)その他

推進の内容 実施の成果

①環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ(ISO14001)の運用を通じ

て、改善活動を継続して実施いたしました。

ISO14001を更新維持できました。今後も継続

的に、環境改善に取り組んで参ります。
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２．協定値と実績値の比較

（1）大気関係 （実績値：最大値または年間総排出量）

項 目 協 定 値 実 績 値

（Nm3/H) 1.8 0.4

窒素酸化物排出量

（ｔ/年） 16.0 4.5

（2）水質関係

①汚濁負荷量

項 目 協 定 値 実 績 値

通 常 19 1
ＣＯＤ（㎏／日）

最 大 19 1

通 常 36 2
ＢＯＤ（㎏／日）

最 大 36 4

通 常 57 1
Ｓ Ｓ（㎏／日）

最 大 57 3

通 常 15 1
ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質（㎏／日）

最 大 15 1
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② 許容限度

項 目 協 定 値 実績値

Ｐ Ｈ 最小～最大 5.8-8.6 6.2-8.6

日間平均 6 1.1
ＣＯＤ（㎎/L）

最 大 9 1.4

日間平均 10 2.6
ＢＯＤ（㎎/L）

最 大 15 5.8

日間平均 16 1
Ｓ Ｓ（㎎/L）

最 大 35 4

日間平均 4 1.0
ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質（㎎/L）

最 大 5 1.3
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３．環境保全活動

（1）平成21年度基本方針

項目 内容

基本方針 ● 基本理念

ﾊﾞﾝﾄﾞｰ化学は、地球環境の保全が人類の最重要課題の一つと認識し、ｺﾞ

ﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品およびそれらを含むｼｽﾃﾑ製品を中心とした当社の事業活

動、製品およびｻｰﾋﾞｽのすべての面で、全員の創意、工夫と行動力を結集

し、環境保全と汚染の予防に積極的に取り組む。

● 行動指針

① 環境保護を配慮した製品開発を進める。

1-1. 環境負荷の小さい製品・ｼｽﾃﾑの開発

1-2. 環境負荷の小さい材料の使用

1-3. 省ｴﾈﾙｷﾞｰおよびﾘｻｲｸﾙ性の配慮

② 環境に関する法規制および自治体・業界等の当社が同意した取り決め

事項を遵守するとともに、社会や地域における環境保全と汚染の予防に

努める。

③ 省資源、省ｴﾈﾙｷﾞｰ、ﾘｻｲｸﾙおよび廃棄物の削減などの活動を推進す

る。

④ 環境方針は社内外に公表し、全従業員および関係会社・協力会社に周

知させるとともに、環境保全と汚染の予防に関する教育・訓練を実施し、

全員参加のもとに環境保全活動を推進する。

⑤ 上記項目を確実に実施するために、環境目的・目標を合理的に設定

し、全員の創意、工夫と行動力で取り組み、定期的な環境監査と見直し

によって環境保全と汚染の予防を図る継続的改善活動を展開する。

組織体制 ﾊﾞﾝﾄﾞｰ化学（株）

加古川工場
環境保全責任者

（公害防止統括者）

環境委員会事務局 職場環境対策委員会

公害防止管理者

大
気
管
理
者

水
質
管
理
者

騒
音
管
理
者

産廃管理者 各部環境管理

責任者

緑化管理責任者

振
動
管
理
者
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（2）平成21年度環境保全活動計画

環境保全活動 目標 目標達成のための計画、方策

1.環境対応製品の開発

を推進する

1.省ｴﾈと環境をｷｰﾜｰﾄﾞに

した製品ﾘﾆｭｰｱﾙを実施

する

1.CO2削減を全面に打ち出したｺﾝﾍﾞ

ﾔﾍﾞﾙﾄの製品体系のﾘﾆｭｰｱﾙを推進

する。

2.開発の各ｽﾃｯﾌﾟで製品ｱｾｽﾒﾝﾄを実

施し環境への影響を考慮する。

1.生産高当りの廃棄物処

理委託量を2008年度比

10％以上削減する

1.ﾛｽ削減専任ﾁｰﾑ活動による、設計

ﾛｽ低減を推進する。

2.資源循環型社会の形

成に貢献するため産

業廃棄物発生を抑制

する

2.ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝの継続 1.一般不燃ｺﾞﾐの分別ﾘｻｲｸﾙによる

埋立率を削減する。

3.地球温暖化物質(CO2)

排出量を削減する

1.生産高あたりのCO2排出

量を1％以上削減する

1.生産高の増減によるｼﾌﾄの最適化

によるｴﾈﾙｷﾞｰ使用量を削減する

。

2.設備の効率的稼動を図りｴﾈﾙｷﾞｰ

消費を削減する。

3.空調温度を適正に設定しｴﾈﾙｷﾞｰ

消費を削減する。

（室温 夏:28℃ 冬:18℃）

（空調機新設、更新の場合は、

最も省ｴﾈ型を選定すること）

4.工場内ｴｱｰ洩れの撲滅によりｺﾝﾌﾟ

ﾚｯｻｰ負荷を軽減、ﾑﾀﾞなｴﾈﾙｷﾞｰの

消費を削減する。



40

環境保全活動 目標 目標達成のための計画、方策

1.VOC排出ｶﾞｽを平成12年

度比62％以上削減する

1.糊引き乾燥施設のVOC処理装置の

実用稼動から効果を検証する。

2.現場保管の溶剤の揮発防止策を推

進する。

・密閉性の良い容器への変更、使用

時以外の蓋など保管方法の教育

4.環境汚染化学物質の

削減に努める

2.PRTR法に対応した有害

物質の管理を継続する

（当社指定原材料のう

ち、削減対象物質の削減

目標を設定し､使用量を削

減する）

1.PRTR法の届出を確実に実施し、移

動量の管理、記録を抜けなく実行

する。

（2008年度取扱量1t以上の物質）

2.廃棄物置場の管理方法の徹底

3.塩素系溶剤、洗浄剤の代替化を推

進する(ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ､ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ､ﾄﾘｸ

ﾛﾛｴﾁﾚﾝ)

1.周辺住民からの苦情

：ｾﾞﾛ

1.地域住民による環境ﾓﾆﾀｰ制度を継

続実施する。

・住民ｱﾝｹｰﾄによる情報の収集

・環境ﾓﾆﾀｰ会議による地域住民との

相互ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

5.地域社会との協調と

社会貢献の推進を図

る

2.基準値違反：ｾﾞﾛ

事故緊急事態：ｾﾞﾛ

1.環境ﾊﾟﾄﾛｰﾙ、環境測定を継続推進

する。

・基幹職環境ﾊﾟﾄﾛｰﾙによる違反事故

の未然防止活動の推進

・環境負荷の高いﾀｲﾐﾝｸﾞでの定期環

境測定の継続実施

2.EMS活動を継続推進する。
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騒音測定地点（地図）


